予算要求資料
平成31年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費
	事業名　　パラリンピックを目指すアスリート科学サポート事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

清流の国推進部　競技スポーツ課　障がい者スポーツ係

　電話番号：058-272-1111（内2944）

E-mail： c11173@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　14,733千円（前年度予算額： 13,507千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	13,507
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,507

	要求額
	14,733
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,733

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

　　岐阜県スポーツ科学センターに県パラリンピック強化指定選手の競技力向上のための科学的なサポートを行う専任の研究員・専門員を配置し、選手各々の障がいの程度、箇所等に応じた安全で質の高い科学サポートを提供する。
（２）事業内容

ア　科学サポートの実施項目

1 体力測定
安全検査、形態計測、筋力測定等を実施する。
2 映像撮影・分析
　　　　　練習、大会出場時の選手の映像撮影や、実際のフォーム等を分析し、選手へフィードバックする。
3 フィジカルトレーニング
各種トレーニングの実技指導やトレーニングプログラムの提供等を実施する
4 新メンタル・栄養サポート

　　　　　希望する選手に対し、外部アドバイザーによるメンタルサポート・栄養サポートを実施する。
イ　新サポート体制の整備
1 障がい者スポーツ医によるアドバイザー体制
各選手のトレーニング内容等について、定期的なアドバイザー会議を月１回程度実施する。
2 指導能力向上のための研究員・専門員の研修会等への参加
先進的に取り組んでいる国立スポーツ科学センター（ＪＩＳＳ）が主催する研修会や連携会議に出席する。
（３）県負担・補助率の考え方
県10/10
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	14,733
	事業費



	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　清流の国ぎふスポーツ推進計画において、東京パラリンピックで10名の県ゆかりの選手輩出を目標に掲げ、選手強化を実施する旨記載している。
（２）国・他県の状況
　・国が示す、第2期「スポーツ基本計画（平成29月3月策定）」の中で、スポーツ医・科学サポートについて言及している。
　・他県においても、科学サポートを実施している県もある。
（３）後年度の財政負担

　　2020東京パラリンピックで10名の県ゆかりの選手輩出のため、開催までの2年間は事業を継続する。
（４）事業主体及びその妥当性
　　公益財団法人岐阜県体育協会
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　2020年東京パラリンピック10名の選手輩出を目標に、強化指定選手への科学サポートを実施する。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	夏季パラリンピック出場者数
	1名
（H12）
	1名
（H20）
	3名
（H24）
	1名
（H28）
	10名
（H32）
	10％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　県のパラリンピック強化指定選手１７名に対して、体力測定や映像解析、障がいに応じた専門的なトレーニング指導等の科学的なサポートを実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　指定選手各々が、弱点克服、基礎体力の向上など徐々に力を付け、自己記録の更新、国際大会での上位入賞、新たに日本代表に選抜されるなど、科学サポートの支援の成果が徐々に現れてきている。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	　2020東京パラリンピックで10名の県ゆかりの選手輩出のためには、強化指定選手各々に対し科学サポートによる強化を実施する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△
	　選手各々で障がいの程度、箇所等も違うことから、トレーニング方法の考案や指導の難易度が高く、障がいへの影響を考慮した安全性への配慮が必要である。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

△

	　更なる質の向上を目指し、障がい者スポーツ医から指導等に対するアドバイスを受けられる体制づくりや、先進的に取り組んでいる国立スポーツ科学センターとの連携を進めていく必要がある。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　現在、県のパラ強化指定選手17名が科学サポートを受けており、それぞれが大会で好成績を残しつつある。

　障がい者アスリートのトレーニングにおける更なる安全性、質の向上を図るため、サポート体制を強化していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
２年後の東京パラリンピックに向けた強化指定選手への科学的なサポートは必須であり、継続して支援する必要がある。また、選手各々の障がいを考慮した安全で質の高いサポート体制の構築を図る。



